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事業の実施成果 
 

 本事業は、令和３年６月に経済産業省がとりまとめた「半導体・デジタル産業戦略」の実

現にあたり、九州のリーディング産業である半導体関連産業の競争力強化及びサプライチ

ェーンの強靱化を目的に、半導体の設計や製造等に関する九州の関連企業の実態や課題、国

への施策ニーズを調査する。また、調査結果を踏まえて、九州の半導体クラスターが継続的

に成長するために必要な機能や企業・支援機関等のネットワークのあり方の検証等を行い、

新たな施策提案に繋げる。 

 事業目的の達成のため、本事業では２つの業務を実施した。 

 １つめの業務は、九州に立地する半導体関連企業をリストアップし、技術・製品等に関す

る情報を分野別、工程別のカテゴリーにまとめて掲載する、新たな「九州半導体関連企業サ

プライチェーンマップ」の作成（新マップ作成業務）である。 

 ２つめの業務は、九州経済産業局が抽出する企業 100 社程度に対して、半導体関連産業

の今後の成長にあたっての現状と課題、今後の展望、行政への施策ニーズ等を把握するアン

ケート・ヒアリングを実施する「半導体関連企業の実態・施策ニーズ調査及び新たな施策検

討」（半導体関連企業の実態・施策ニーズ調査及び新たな施策検討業務）である。 
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１．新マップ作成業務 

 

 新マップ作成にあたっては、経済産業省九州経済産業局が 2016 年度に作成した「九州半

導体関連企業サプライチェーンマップ」をベースとして、情報の更新・追加で対応した。 

 

（１）業務のプロセス 

 本業務におけるサプライチェーンマップ作成にあたっては、以下のプロセスで実施した。 

 

 

掲載企業情

報の更新

• 2016年度のサプライチェーンマップに掲載されている各企業

のWebサイトを確認し、情報を更新

• 情報更新の対象は、企業名、住所、主要事業

掲載削除企

業の抽出

• 企業情報の更新に伴い、以下の企業は掲載を削除

• 買収された企業、半導体関連事業を実施しなくなった企業

新規追加企

業の抽出

•Webサイト確認による企業情報更新の際に、新たな分野・工程への

参入が確認された企業は、該当する分野・工程に追加

•企業情報更新の際に確認できた取引企業のうち、半導体技術・製品

に関係する企業は、該当する分野・工程に追加

掲載内容の

更新

• 上記の情報をサプライチェーンマップに反映

• 統計や技術支援機関など企業以外の情報を更新

その他情報

の追加

•九州と海外の半導体産業ビジネス・ネットワーク、日本に占めるシェア

•九州各県の企業立地支援策（各県ご提供）

•国の半導体関連施策
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（２）成果 

 上記のプロセスにより、新たな「九州半導体関連企業サプライチェーンマップ」を作成し、

1,000 部印刷をした。なお、「九州各県の企業立地支援策」や「国の半導体関連施策」など、

新たなコンテンツも追加した。 

 

2016年度版サプライチェーンマップ 本事業のサプライチェーンマップ 

１ シリコンアイランド九州の歩み １ シリコンアイランド九州の歩み 

２ 主要企業・工場立地マップ ２ 主要企業・工場立地マップ 

３ 九州の半導体産業の構造・特性 ３ 九州の半導体産業の構造・特性 

４ 製造業工程別技術マップ（記載一覧表） ４ 九州の半導体クラスターなど 

５ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） ５ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） 

６ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） ６ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） 

７ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） ７ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） 

８ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） ８ 製造業工程別技術マップ（半導体分野） 

９ 製造業工程別技術マップ（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ分野） ９ 製造業工程別技術マップ（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ分野） 

10 製造業工程別技術マップ（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ分野） 10 製造業工程別技術マップ（ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ分野） 

11 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 11 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 

12 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 12 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 

13 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 13 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 

14 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 14 製造業工程別技術マップ（生産設備分野） 

15 製造業工程別技術マップ（装置系ｿﾌﾄなど） 15 製造業工程別技術マップ（装置系ｿﾌﾄなど） 

16 製造業工程別技術マップ（設備ｻｰﾋﾞｽなど） 16 製造業工程別技術マップ（設備ｻｰﾋﾞｽなど） 

17 技術支援機関立地マップ 17 技術支援機関立地マップ 

18 交通ネットワーク 18 九州各県の企業立地支援策 

 19 九州各県の企業立地支援策 

 20 九州各県の企業立地支援策 

 21 国の半導体関連施策 

 22 国の半導体関連施策 
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本事業のサプライチェーンマップ（表紙） 
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２．半導体関連企業の実態・施策ニーズ調査及び新たな施策検

討業務 

 

 半導体関連企業の実態・施策ニーズ調査及び新たな施策検討業務にあたっては、アンケー

ト調査と有識者３名に対するヒアリング調査を実施した。 

 

（１）アンケート調査 

 

①調査対象 

 「九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会（SIIQ）」の会員企業 100 社を対

象にして、メールで調査票（エクセル）を送信。各社はメールで回答。 

 

②調査票 

 アンケート調査では、以下の項目について実施した。 

⚫ 会社に関する質問 

➢ 資本金、従業員数、売上高、設備投資額、主要事業 

➢ 強みや競争力（ビジネスモデル、技術力等） 

⚫ 課題や今後の展開 

➢ 当面の経営課題 

➢ 今後の事業展開 

➢ 電力コストに関する状況 

➢ 再エネ調達に関する状況 

➢ 偽造半導体に対する考え 

➢ 物流コストに対する考え 

⚫ 短期的及び中期的視点での人材確保と育成の取組 

➢ 必要とする人材とその人数 

➢ 人材確保・育成にために工夫していること 

➢ 人材確保に関して活用検討の可能性のある取組 

➢ 人材獲得・育成に関する方針や課題、今後の改善策、行政への要望等 

⚫ 新事業展開や販路開拓のためのパートナー発掘のための取組 

➢ 新たな販路開拓やビジネスパートナーの発掘のターゲット 

➢ 具体的にターゲットにしたい企業や研究開発拠点 

⚫ 他の企業や大学、支援機関との連携や活用 

➢ 人材の獲得や育成、ビジネスパートナー発掘などで有効な連携先 
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➢ 有効な連携先を選定した理由 

⚫ 行政への要望 

➢ 具体的な要望 

⚫ 九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協議会（SIIQ）について 

➢ 今後の SIIQ 事業 

➢ 今後取り組むべき事業 

 

③調査結果の特徴 

 ここでは、回答結果の主な声をまとめた。 

 

■１．貴社に関する質問について 

 会社の属性に関する質問に対しては、資本金１億円未満、設備投資額１億円未満など、大

企業よりも中小企業が目立っている。 

 事業分類としては、機械組立が一番多く、以下、設計、機械加工（切削・研削・セラミッ

ク加工等）、後工程と続いている。 

 

■２．課題や今後の展開について 

「課題や今後の展開」の声としては、当面の経営課題を「人材不足への対応」とする企業

が目立つ。今後の事業展開については、回答結果にばらつきがあり、特定の内容に集中して

いなかった。 

課題感や危機感が高いトピックスとしては、物流コスト上昇への対応とする声が多い。電

力コスト向上に対する課題感や危機感を持つ企業も目立っている。 

 

■３．短期的及び中期的視点での人材確保と育成の取組について 

 「短期的及び中期的視点での人材確保と育成の取組」の声としては、必要とされる人材に

ついては、生産技術者がやや多いように感じるが、オペレーターや管理職、営業職を指摘す

る企業の声も多かった。 

 人材の確保・育成のための手段としては、新卒採用、中途採用、既存社員の育成（社内外

研修の充実）とする声が目立った。 

 人材確保のために活用の可能性がある取組については、学生（大学・高専・高校）を対象

としたインターンシップの受入れを表明した企業が多い。人材確保・育成に関する自由記述

では、技術者の確保に困っていること、応募者が満足する給与の提示に困っていることに加

えて、TSMC の立地に伴い、人材確保が更に困難になるのではないか、という懸念の声も

みられた。 

 

■４．新事業展開や販路開拓のためのパートナー発掘のための取組について 
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 「新事業展開や販路開拓のためのパートナー発掘のための取組」の声としては、九州内に

立地する IDM をパートナーとして希望する企業の声が多かった。この他、九州外の国内の

IDM、自動車・電装メーカー、台湾のファンダリを希望する企業も目立っている。 

 

■５．他の企業や大学、支援機関との連携や活用について 

 「他の企業や大学、支援機関との連携や活用」の声としては、有効と考えられる連携先と

して、突出して支持を集めている連携先は見当たらないが、地域の産業支援・研究開発機関

や国の支援・研究機関（産総研等）を希望する企業の声が多い。 

 

■６．行政への要望について 

 「行政への要望」については、設備導入などで活用可能な補助金の拡大や税制優遇など、

金銭面でのサポートの充実を求める声が多かった。また、人材確保・育成に対するサポート

や、半導体業界の魅力向上について指摘する声もみられた。 

 

■７．九州半導体・エレクトロニクスイノベーション協会（SIIQ）について 

 「SIIQ に対して強化・充実して欲しい内容」などについては、マーケット情報収集や、

業界情報収集・展開、技術情報など、情報収集とその会員間での公開を求める声が目立って

いる。この他、人材確保・育成、国内販路開拓に対する期待の声も一定数存在している。 
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（２）ヒアリング調査 

 

①調査対象 

 半導体業界の動向や人材確保・育成や偽造半導体、物流コストなど業界の課題について精

通している有識者３名（半導体商社、業界団体）に対して、ヒアリング調査を実施した。 

 

②調査内容 

人材確保・育成や偽造半導体、物流コストなどに関する以下について、状況を把握した。 

⚫ 事業・取組概要 

⚫ 業界動向 

⚫ 人材確保・育成や偽造半導体、物流コストに関する動向 

⚫ 国に対する政策的な要望 

 

③調査結果の特徴 

 有識者３名に対するヒアリング調査で明らかになったことは以下の通りである。 

 

■有識者１：半導体商社 A 

✓ 日本における半導体の品不足は、中国では電力不足、東南アジアではコロナ禍によるロ

ックダウンによる製造工場の稼働率の低下が原因。そのため、部材調達が進まない。発

注後納品まで半年から１年、物によっては２年かかる状況。 

✓ 昨今の半導体の品不足により、メーカーは次年度以降の発注についても「前倒し」でオ

ーダーする傾向が強まっている。 

✓ 業界の人手不足については、そもそも半導体工場はターンキーが進んでいるため、知識

がなくても作業は誰でも出来る状況。現在既に人手不足なので、TSMC の進出によっ

て、他の工場で働いていた従業員が TSMC に転職するケースが増えるであろう。その

ことで、現在人手が不足していない企業も、人手不足になる恐れもある。 

✓ 現在、半導体業界では、コネクタなどの電気品を含めた部材全体が不足している。顧客

から「○○を探して欲しい」と依頼が入るが、この時には当社の中国の出先のパートナ

ー企業を使って調査する。要望のあった部材を提供する企業が見つかったら、その後そ

の企業とは何度もやりとりをするが、その中で、当社ではメーカー品であるか否かのチ

ェックをして、パートナー企業では本物か偽物かのチェックをする。こうしたチェック

の結果、これまでのところ当社が偽造半導体を顧客に供給したことはない。ただし、パ

ートナー企業の調査の過程で、偽造半導体を取り扱っている企業が見つかったことは

ある。 

✓ 偽造半導体対策をこれ以上講じる予定はない。ただし、偽造半導体のリスクが高まり、

日本国内でも電気検査が必要という事態になった場合は、九州のテスターに依頼する
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ことを検討する。 

 

■有識者２：半導体商社 B 

✓ 世界的には半導体不足＝半導体の需要増、特に FA 機器や自動車用半導体の需要増であ

り、業界全体では取引が増えている。ただし、ディスクリートなど安価かつシンプルな

半導体（関連商品）を取り扱っている当社に限っては、それほど増えていない。このレ

ベルの半導体を使う日本のモノづくり企業は減っているため、実は需要は伸びていな

い。この分野のモノづくりは、今や中国深圳が中心地である。 

✓ 当社でも資材調達の入荷待ちが長期化。コネクタなどの品目は通常１カ月程度の待ち

時間が半年から１年程度の待ち時間に、海外メーカーの IC は通常３～４カ月の待ち時

間が１～２年に。これらはメーカー正規ルートによる入荷待ちなので、劇的に早くなる

ことはない。また、価格も高騰。これまでの 10～20 倍は当たり前という状況。 

✓ 当社が偽造半導体を取り扱ってしまったということは基本的にはない。 

✓ 偽造半導体は、基本的には不足するメーカーの半導体がターゲットになる。不足してい

なければつくられない。平時では偽造半導体のターゲットとして車載半導体やイメー

ジセンサなどがあるが、現在はディスクリートなど安価な半導体も品不足。そのため、

安価な半導体もターゲットとなっている。 

✓ 当社の偽造半導体対策は、①信用のおけるルートによる入手、②顧客が調達先を指定す

る場合は「（品質や本物か否かの）保障はしない」という当社のリスクヘッジをした上

での入手に大別される。半導体の品不足が続く現在、顧客の多くは偽造半導体を調達し

てしまうリスクよりも、品不足が続くことのリスクを重く見る傾向がある。 

✓ CMOS などでビジネスができる半導体関連企業は、ごく僅かである。FA 装置などの世

界的な引き合いは強いが、この領域も関われる企業は少ない。巨額の投資による雇用効

果があるのは確かだが、そこで働く従業員は特殊な能力は必要とされない。かつての秋

葉原系の半導体活用の方が、半導体の裾野が広がるのではないかと考える。特に、IoT

時代であるため、簡単かつ特殊なチップやセンサーをどうつくり、どうビジネスにする

か、といった領域での世界との戦い方を重視すべきではないか。 

✓ そのためには、ミニマルファブによる試作品・製品開発に力を入れること、国内の半導

体メーカーが抱え込んでいるであろう前工程用ペレットを国が買い取り、１枚単位で

売ることで、超小ロットのチップ開発・製造をスムーズにすること、などが必要。 
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■有識者３：業界団体 

✓ 昨年頃から、学生からの半導体業界への注目が急速に高まっているよう感じている。今

までは半導体＝斜陽産業と思い込んでいる学生や保護者が多く、著名な大手製造装置

メーカーでも、主に両親の反対による内定辞退が大きな問題となっていたが、半導体不

足、国策としての半導体強化の報道などから、改善の兆しがみられている。 

✓ とはいえ、業界プレゼンスの向上はまだまだ課題である。あるメーカーがスターウォー

ズとタイアップし、ノベルティグッズを作成・提供したのも、学生の親世代への PR が

理由の１つ。 

✓ 米国では、優秀な学生が GAFA などの IT 系に流れているため、学生に向けた半導体業

界のイメージアップが課題となっている。 

✓ 人材不足への対応策としては、学生に向けた業界説明（業界としてのプレゼンス向上）、

担い手の多様化の支援（業界を維持発展させるために担い手を増やす措置）、人材活用

ロードマップ作成や企業と学生のマッチングなどを含めた、人材育成プログラムの提

供を実施している。 

✓ 例年、年２回開催していた大学半導体業界研究イベント（学生に半導体業界を知っても

らうイベント）は、コロナ禍を契機にオンライン開催としている。オンライン開催によ

り、遠方の学生が参加しやすくなった一方で、学生からは、リアルでの開催要望が多い。

学生のオンラインイベント疲れを感じている。 
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（３）調査結果の活用 

 アンケート調査とヒアリング調査の結果の一部は、新マップにおける「国の半導体関連施

策」についてのとりまとめで活用した。 
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